



服  部  泰  彦 
 






























第 41巻 第 5号      『立命館経営学』     2003年 1月 





















27日に貴族院で，3月 1日には衆議院で可決され，明治 32年 3月 22日に公布されることに
なった。 






































立 50周年記念日の 1950年 4月 1日に，再出発することになった。 
 ところが，その後，政府は長短金融分離を方針として，長期金融を担う専門金融機関を設立
するために，1952年に池田勇人蔵相の主導のもとに，長期信用銀行法を制定するに至った。こ


































かなり高く，逆に第２次産業の比重は相当低い。さらに，第 2次産業の内容についても，第 2 






第 1表 地方公共団体取引比率の推移 
預金に占める公金預金の比率 貸出に占める地方公共団体の比率 
年  月 
当  行 都市銀行 地方銀行 当  行 都市銀行 地方銀行 
昭和 35.3 4.7 % 2.2 % 4.0 % 5.2 % 0.6 % 2.1 % 
37.3 5.4  2.7  4.6  3.4  0.5  1.6  
39.3 3.5  2.2  3.9  4.4  1.0  2.0  
41.3 4.6  2.2  4.6  5.8  1.3  2.4  
43.3 3.9  2.6  5.2  6.2  0.8  1.8  
45.3 4.3  2.9  5.8  6.5  1.0  1.6  
 
注）1. 公金預金とはつぎの先の預金をいう 
       地方公共団体，公社，公団，その他（資金前渡官吏など） 




第 2表 製造業付加価値の推移 
 
全   国 北 海 道 
年  次 
重化学工業 軽 工 業 重化学工業 
化   率 重化学工業 軽 工 業 
重化学工業 
化   率 











39 5,134.9 3,391.4 60.2 72,352 157,088 31.5 
40 5,234.7 3,665.7 58.8 78,450 167,960 31.8 
41 6,156.1 4,300.8 58.5 89,551 189,177 32.1 
42 8,039.4 5,085.0 61.3 102,951 216,004 32.3 
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第 3表 業種別貸出残高推移         （単位：百万円） 
当              行 都 市 銀 行 
全 国 
銀 行 




残 高 構成比 残 高 構成比 残 高 構成比 構成比 構成比 











   木材・木製品工業 4,265 6.3□ 10,698 6.4□ 24,208 4.1□ 0.8□ 1.5□ 
  紙 ・ パ ル プ 工 業 2,535 3.8□ 6,817 4.1□ 11,250 1.9□ 1.4□ 1.6□ 
   そ の 他 11,850 17.5□ 34,862 20.9□ 99,346 16.9□ 40.6□ 38.4□ 
    小     計  23,732 35.1□ 63,274 37.9□ 168,899 28.7□ 45.3□ 44.4□ 
農 林 漁 業 5,156 7.6□ 7,400 4.4□ 17,687 3.0□ 0.5□ 1.1□ 
鉱 業 5,508 8.2□ 10,263 6.1□ 10,185 1.7□ 0.7□ 0.8□ 
建 設 業 2,570 3.8□ 6,522 3.9□ 29,114 5.0□ 4.9□ 4.7□ 
卸 ・ 小 売 業 21,446 31.8□ 54,899 32.8□ 217,854 37.0□ 32.6□ 29.4□ 
不 動 産 業 120 0.2□ 2,958 1.8□ 24,834 4.2□ 2.7□ 3.6□ 
運 輸 通 信 業 2,247 3.3□ 6,145 3.7□ 13,866 2.4□ 3.3□ 4.0□ 
サ ー ビ ス 業 1,117 1.7□ 3,991 2.4□ 26,497 4.5□ 3.3□ 4.4□ 
地 方 公 共 団 体 3,352 5.0□ 5,739 3.4□ 38,065 6.5□ 1.0□ 1.0□ 
個 人 731 1.1□ 3,621 2.2□ 33,039 5.6□ 3.6□ 2.0□ 
そ の 他 1,491 2.2□ 2,352 1.4□ 8,186 1.4□ 2.1□ 4.6□ 
 合       計   67,470 100.0□ 167,164 100.0□ 588,226 100.0□ 100.0□ 100.0□ 
 
注）1. 当座貸越を含まない 
   2. 日銀「経済統計年報」による 
資料）『北海道拓殖銀行史』422ページ。 
 
第 4表 当行店舗数の異動状況 
 
道    外 北 海 道  
 
東京都 本州地区 そ の 他 計 札幌市 
道内地区 
そ の 他 計 合 計 







 設 置 26 1 27 10 4 14 41 
 







































































注）1. 39年 3月までは個人および資本金 10百万円以下の企
業向け貸出比率 
  2. 40年 3月以降は個人および資本金 50百万円以下の企
業向け貸出比率 
  3. 日銀「経済統計年報」による 


























 この点は，店舗網の拡大に一番よく表れている。第 4表は，1962年 4月から 1970年 10月
までの拓銀の店舗数の異動状況を示したものである。東京都以外の本州地区・その他では 8店
舗が 9店舗に 1店舗増えただけだが，東京都では 10店舗から 36店舗に急増している。それに
対して，北海道では札幌市を除いた地域では，80店舗から 78店舗にむしろ 2店舗減少してい
る。札幌市については，15 店舗から 25 店舗に増えている。これは 1950 年 3 月末から 1962










で，東京事務所，東京本部の組織改革上の拡充を行っている。1963 年 7 月には，東京事務所
の業務課を分離独立させて東京業務部を新設し，審査部および外国部の両分室も，それぞれ東


























                                                          
6）以上については，『北海道拓殖銀行史』第 2編第 2・3章を参照した。 
7）この点については，「この人と語る 北海道拓殖銀行頭取 山内宏氏」『金融ジャーナル』1991 年 8 月
号，110ページにその指摘がある。 
































10）この点については，『日経ビジネス』1997 年 12 月１日号，16 ページ，『日経ビジネス』1999 年２月
15日号，35ページを参照した。 































                                                          
12）この点については，『日本経済新聞』1989年 11月 15日付け，および同，1998年 11月 2日付けを参
照した。 
13）この点については，『拓銀はなぜ消滅したか』35～38ページを参照した。 






























                                                          
14）以上については，『拓銀与信調査委員会調査報告書』総論，13～14ページ，『拓銀はなぜ消滅したか』，














 この佐藤氏の後を継いで，1990 年 10 月に 21 世紀ビジョンをスタートさせた頃に陣頭指揮
をとったのは海道弘司常務である。その時期に新設された総合開発部の札幌における担当役員
として部下に激しい檄を飛ばし，性格は積極的で，行動的で，ワンマンであった。その頃，鈴















そこでカブトデコムなどの大量に不良債権を抱えた企業案件が温存されることになった 16) 17)。 
                                                          
15）この点については，『日経金融新聞』1988年 12月 28日付けを参照した。 
16）この点については，『日本経済新聞』1999年 11月 10日付けを参照した。 












年 3月に株式を店頭公開し，90年７月には株価は４万 1400円の最高値をつけた。売上高も 89




















































トによると，その上位 20社のうち約３割は従業員 10人以下の零細企業であった。 
 例えば，東京・赤坂の繁華街に面した，年商数千万円の零細企業だった寿司店にビル建設を
持ち掛けた。零細企業であったが，若干の土地があった。バブル崩壊後は１坪 1000 万円ほど
                                                          
20）以上については，『拓銀はなぜ消滅したか』，30～34ページを参照した。 
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になった土地が，当時は坪１億円と言われた。その一等地の 27坪の土地を担保に，約 29億円
をつぎ込んだ。バブル時でさえも，担保価値を超える融資をした挙げ句，バブル崩壊後には担





























































                                                          
21）以上については，『拓銀はなぜ消滅したか』，44～48ページ，6・7～71ページ，六角弘『怪文書』（光
文社新書，2001年），141～148ページ，および『日経産業新聞』1994年２月１日付けを参照した。 































































イペックスリゾート洞爺」と名づけられたその豪華な施設は，1993 年 6 月 9 日にオープンに
こぎつけた。同じようにソフィアが札幌市の茨戸地区にレジャー施設「札幌テルメ」に隣接し
                                                          
23）以上については，『拓銀はなぜ消滅したか』，54ページ，および『日経金融新聞』1994年３月 23日付
けを参照した。 
立命館経営学（第 41巻 第 5号） 20 








曲折を経ながらも，結局 12 月 6 日，佐藤茂は札幌地検に逮捕され，札幌地検は佐藤茂を札幌
地裁に起訴した。 



















































 さらに 95年 8月にムーディーズが公表した拓銀の格付けでは，最低の Eランク（最終的に何
らかの外部の支援を要する格付け）であった。こうした状況を踏まえ，信用力の低下を克服するた
めに，1996 年 3 月期の決算では，経常・当期利益の大幅な赤字を覚悟のうえで，不良債権の
                                                          
25）以上については，『拓銀はなぜ消滅したか』，56～59ページを参照した。 














 河谷頭取から極秘の指示を受けた拓銀の幹部は，1997年 3月 5日に北海道銀行（以下，道銀
と略記する）の幹部を訪ね，頭取同士で合併の話し合いをする機会を作ってもらうように要請し













































は 9月 12日の 108円から下がり続け，9月 17日にはついに 100円の大台を割り込む事態とな
った。その後も株価は下落を続け，11月 14日には 65円にまで低下した。 
 株価の下落は，市場における拓銀の銀行としての信用力の低下を白日の下に晒すことであり， 
                                                          
27）以上については，『拓銀はなぜ消滅したか』，86～100ページ，および「ドキュメント拓銀の破綻―②」
『日経ビジネス』1997年 12月１日号を参照した。 
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第 5表 拓銀と道銀の株価の推移 










8月末日  122 139 18,229  
9月 11日  110 135 18,282  
9月 12日  108 140 17,965 ・拓銀・道銀合併延期発表 
16日  103 130 17,974 ・延期発表翌営業日の終値 
17日  93 125 17,683 ・100円割れ 
9月末日  91 133 17,887  
10月 6日  87 127 17,824 ・90円割れ 
8日  76 125 17,619 ・80円割れ 
10月末日 金 78 116 16,458  
11月 4日 火 77 113 16,500  
5日 水 76 120 16,448  
6日 木 71 118 16,533  
7日 金 69 111 16,836 ・70円割れ 
10日 月 71 115 15,697  
11日 火 75 117 15,867  
12日 水 69 117 15,434  
13日 木 69 113 15,427  
14日 金 65 109 15,082  

















                                                          
28）以上については，日本経済新聞社編『日本が震えた日』（日本経済新聞社，1998年），103ページ，お





















 第 6表で，拓銀の資金繰りの状況を見てみると，預金残高では平成 8年（1996年）12月末以
降一般預金も大口定期預金も大幅に減少している。そのなかで一般預金を見ると，平成 8年 12
月末から平成 9 年 10 月末の間の一ヵ月平均の減少額は 694.7 億円であるにもかかわらず，平













8年 12月末 (a) 55,739 16,485 987 987 2,364 484 
9年 3月末  52,697 8,572 2,517 2,517 1,095 5 
6月末  52,552 11,643 2,437 1,913 1,384 484 
8月末 (b) 51,217 9,194 2,403 1,502 1,022 472 
9月末  49,693 7,998 4,994 3,294 842 342 
10月末 (c) 48,792 7,261 4,919 2,876 868 818 
8／12⇒9／10（c－a） ▲6,947 ▲9,224 3,932 1,889 ▲1,496 334 
9／8⇒9／10（c－b） ▲2,425 ▲1,993 2,516 1,374 ▲  154 346 





 1,471 8年 12月末□ □ 
 2,522 9年 3月末□□□ 
 2,397 6月末□□□ 
 1,974 8月末□□□ 
 3,636 9月末□□□ 
 3,694 10月末□□□ 
 2,543 10月 27日（月） 
 2,373 28 （火） 
 2,813 29 （水） 
 3,217 30 （木） 
 3,694 31 （金） 
 － 11月 3日（祝） 
 2,777 4 （火） 
 3,377 5 （水） 
 2,991 6 （木） 
 2,720 7 （金） 
 2,677 10 （月） 
 2,803 11 （火） 
 3,177 12 （水） 
 2,939 13 （木） 
 2,789 14 （金） 
▲1,044 3,044 17 （月） 
▲1,025 3,025 18 （火） 
▲ 989 2,989 19 （水） 
▲1,593 3,593 20 （木） 
▲1,738 3,738 21 （金） 
（資産） （負債・資本） 
貸  出 6.02 一般資金 4.96 
有価証券 1.26 大口定期 0.79 
  コ ー ル 0.58 
  資本勘定 0.29 
資  産 8.55 負債+資本 8.55 
コール翌日物調達 
不足見込額（▲） 
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29）以上については，『日本が震えた日』，107～108ページ，および旧大蔵省銀行局銀行課「拓銀の資金繰
りと今後の対応」（1997年 11月 16日）を参照した。 
30）以上については，『日本が震えた日』，104～105ページ，『拓銀はなぜ消滅したか』，107～108 ページ，






























                                                          
31）以上については，『拓銀はなぜ消滅したか』，109～118ページ，および『日本が震えた日』，100～102
ページを参照した。 
  拓銀のその後の破綻処理の内容については，北澤正敏『概説現代バブル倒産史―激動の 15年のレビュ
ー―』（商事法務研究会，2001年）第８章第７節「拓銀の経営破綻」を参照されたい。 














































































                                                          
33）この接待汚職の内容については，とりあえず朝日新聞経済部『金融動乱』（朝日新聞，1999 年）の第
８章「接待汚職」を参照されたい。 




























                                                          




































                                                          
37）こうした点を指摘したものとして，久原正治『新版 銀行経営の革新―邦銀再生の条件―』（学文社，
2000年）がある。 
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し，拓銀は，金融システムの中軸をなす銀行としての側面を持っている。 
 つまり，生産や流通といった利潤を生産し実現する実体経済（現実の再生産過程）で資本の運
動を展開する企業一般とは異なり，実体経済の外（金融経済＝金融市場）で，企業一般が生産し
た利潤の分配を，配当や利子や有価証券の売買差益として受けながら，企業に貨幣資本を提供
している金融機関としての側面も持っている。 
 しかも，拓銀は，金融機関のなかでも預金を取り扱っている銀行である。したがって，そこ
には企業一般にはない銀行固有のコーポレート・ガバナンスの課題があり，それとの関係で，
特殊な経営破綻の諸要因の分析も必要となってくる。 
 本稿では，「銀行のコーポレート・ガバナンス」の課題を分析する際に，銀行に固有の特性（普
遍性や公共性）との関連を考察することも大切であるが，それはここでは省略して，銀行に固有
のステークホルダーである預金者と金融当局との関連に一つの重点を置きながら，拓銀の経営
破綻の諸要因を分析してきた。 
